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〇名 称 一般社団法人 日本自動車整備振興会連合会(略称：日整連）

〇設 立 １９６７年

〇会員数 正会員 ５３（各都道府県（北海道は７運輸支局毎）の自動車整備振興会）

特別会員２４（自動車メーカー１４、自動車整備関係中央団体等１０）

〇目 的 自動車の整備に関する設備の改善及び技術の向上を促進し、並びに自動車の整

備事業の業務の適正な運営の確保と健全な発展に資するとともに、自動車使用

者の利益の増進に寄与すること

〇組 織
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１．日整連の紹介
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２．自動車整備業界の現況

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

0

1

2

3

4

5

6

7

認
証

工
場
数
（

工
場

）

総
整

備
売
上
高

(兆
円

)

年

総整備売上高、認証工場数、保有台数

認証工場数（右軸）

保有台数（右軸）

保
有

台
数
（

千
台
）

総整備売上高
◆令和２年調査による総整備売り上げは５.６兆円

対前年度０.６％増と東日本大震災前の状況に回
復したものの、長期的には減少傾向

◆保有台数当たりの整備売上は、ピーク時の７割に
まで減少

◆整備工場数は9.2万、全国津々浦々に存在
・専・兼業 71,654工場
・ディーラー 16,315工場
・自家 3,564工場

◆従業員数は５４万人（うち整備士は３４万人）

◆ほとんどが中小零細企業（従業員10人以下が8割）
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２－２. 整備作業内容別整備売上高

定期点検整備（車検時）
39%

定期点検整備（車検時以外）
7%

事故整備
19%

臨時整備
35%

年間総整備売上高

５６，５６１億円

46％
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定期点検整備

自動車特定整備業実態調査結果（令和２年）



●特定整備制度の導入

（令和２年４月施行）

自動車技術等の急速な進展に対応するた

め、電子的に制御されている先進技術装

置の整備を行う場合にあっては、国の認

証が必要となる新たな特定整備制度が導

入された。
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３．現状の課題と対応

定期点検整備の励行等使用過程における保守管理
の徹底

（１）自動車整備技術の高度化への対応

（２）整備人材不足への対応

（３）事業場の生産性、効率性向上への対応

●ＯＢＤ検査の実施

（令和6年10月開始予定）

「OBD検査」とは、保安基準不適合の故

障コード（特定DTC）の有無を検査用ス

キャンツールを用いて読み取り、これ

が検出された場合は検査不合格とする

もの。（OBD:On-Board Diagnostics）

人材確保
・国、関係団体等と連携したPR活動
・外国人材（特定技能制度等）の活用

労働環境、待遇改善への取り組み

・ＯＳＳ（指定整備工場における継続検査
手続きのワンストップサービス）の推進

・省力化機器などの導入促進

（４）自動車ユーザーによる保守管理の徹底

自動運転車などの普及に伴う整備技術の高度化



４．カーボンニュートラル（ＣＮ）化に対する現状認識
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①ＣＮ対応車両の普及の見通しが不透明であることや、自動車の長期使用化が進展する中で
多種多様な動力車の併存期間が長期にわたることが想定されることから、
整備事業者の対応は広範囲かつ長期に求められる。

②こうした新技術への対応には、自動運転技術への対応に加え、ＣＮによる対応が付加されるため、
整備事業者においては次の対応が必須と考えている。
(ⅰ)技術教育の充実
(ⅱ)整備情報の取得の充実
(ⅲ)整備機器、部品等の確保

③事業の効率化、生産性向上に向けた取り組みの推進が必要

④加えて、多種多様な車両整備のための事業者連携や集約化に対する取り組みが必要
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５．電動化等に関する整備事業の主な課題と対応・支援

項目 課題 対応・支援

１．整備人材への
技術教育の充実

・多種多様な車両の整備技術に係
る教育・研修の充実

・指導者教育の充実
・研修の利便性・効果向上
・多種の資格の取得
・外国人材の活用

・整備士養成施設の教育プログラムや教材等
の作成、充実

・指導者教育体制の充実
・Ｗｅｂ教育ツールの導入支援
・各種資格の一元化
・外国人材の活用支援

2. 整備情報等の充
実

・多種多様な車両に係る整備情報
の充実・強化

・蓄電池のリユース・リサイクル
の利用促進

・整備情報の入手ルートの確立と整備情報
提供システムの充実・検索性向上

・リサイクル情報の充実・強化支援
・整備作業の見える化への対応

3. 整備用機器、部
品等の確保

・スキャンツール、駆動用バッテ
リー交換装置、充電装置等の設置

・新燃料車両等の整備機器の導入

・安価な整備機器等の導入
・多種多様化する部品等の円滑かつ
確実な入手

・ＥＶ等に対応するための新たな整備機器、設備の
導入支援

・新蓄電池搭載車両や新燃料搭載車両に係る整備機器
の導入支援

・整備機器等の規格の統一や標準化、汎用化の推進
・部品等の流通ルートの確保
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５．電動化等に関する整備事業の主な課題と対応・支援

項目 課題 対応・支援

4.整備事業の効率
化、生産性の向上

・継続検査ＯＳＳの普及促進

・現車提示が必要な車検等手続
の効率化

・省力化整備機器の導入促進
・事業者連携や事業の集約化の
促進

・電子車検証への対応、税の納付確認等の簡
便化、ダイレクト納付金融機関の拡大等

・OSS申請手続きの利便性向上、拡大
・事業場のDX化の推進

・省力化整備機器の導入支援
・地域の事業者間連携への支援や集約化促進
への支援

5. その他 ・整備事業場のグリーン化

・リサイクル部品の利用促進

・整備事業場や整備機器の電化促進への支援
・自然・再生可能エネルギーを活用した整備
事業場のモデル構築への支援

・リサイクル部品のマッチング情報等の充実・支援
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私たち自動車整備業界は、これからも自動車の点検・整備を通して

クルマ社会の「安全・安心の確保」「環境の保全」

に取り組んでまいります
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